





























 １ 教育基本法（Ｈ18.12.22） ·························································  3 
 ２ 社会教育法（抄）（Ｈ20.6.11） ·····················································  7 
 ３ 社会教育法等の一部を改正する法律等の施行について（通知）（Ｈ20.6.11） ············· 10 
 ４ 教育振興基本計画（Ｈ25.6.14） ···················································· 16 
   （参考）教育振興基本計画の概要 ··················································· 94 
 ５ 学校教育法（抄）（Ｈ19.6.27） ····················································· 97 
 ６ 学校教育法施行規則（抄）（Ｈ17.3.3） ·············································· 98 
   （参考）小学校学習指導要領（抄）（Ｈ20.3.28） ····································· 98 
       中学校学習指導要領（抄）（Ｈ20.3.28） ····································· 99 




 １ 急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方について（抄）  
   ［Ｓ46.4.30 社会教育審議会答申］ ················································ 103 
 ２ 生涯教育について（抄）［Ｓ56.6.11 中央教育審議会答申］ ··························· 106 
 ３ 教育改革に関する第二次答申（抄）［Ｓ61.4.23 臨時教育審議会答申］ ················· 107 
 ４ 社会教育施設におけるボランティア活動の促進について（報告） 
   ［Ｓ61.12.3 社会教育審議会社会教育施設分科会］ ·································· 109 
 ５ 教育改革に関する第三次答申（抄）［Ｓ62.4.1 臨時教育審議会答申］ ·················· 115 
 ６ 教育改革に関する第四次答申（最終答申）（抄）［Ｓ62.8.7 臨時教育審議会答申］ ······· 117 
 ７ 新しい時代（生涯学習・高度情報化の時代）に向けての公共図書館の在り方について 
   （中間報告）（抄）［Ｓ63.2.9 社会教育審議会社会教育施設分科会］ ··················· 118 
 ８ 生涯学習の基盤整備について（抄）［Ｈ2.1.30 中央教育審議会答申］ ·················· 119 
 ９ 博物館の整備・運営の在り方について（中間報告）（抄） 
   ［Ｈ2.6.29 社会教育審議会社会教育施設分科会］ ··································· 120 
 10 新しい時代に対応する教育の諸制度の改革について（抄） 
   ［Ｈ3.4.19 中央教育審議会答申］ ················································· 121 
 11 公民館の整備・運営の在り方について（中間まとめ）（抄） 
   ［Ｈ3.6.11 生涯学習審議会社会教育分科会施設部会］ ······························· 122 
 12 休日の拡大等に対応した青少年の学校外活動の充実について（審議のまとめ） 
   ［Ｈ4.2.26 青少年の学校外活動に関する調査研究協力者会議］ ······················· 123 
 13 今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について（抄） 
   ［Ｈ4.7.29 生涯学習審議会答申］ ················································· 126 
 14 21世紀を展望した我が国の教育の在り方について（抄） 
   ［Ｈ8.7.19 中央教育審議会第一次答申］ ··········································· 137 
  15 教育改革プログラム（抄）［Ｈ9.1.24 文部省］ ······································ 142 
 16 新しい時代を拓く心を育てるために－次世代を育てる心を失う危機－（抄） 
   ［Ｈ10.6.30 中央教育審議会答申］ ················································ 145 
 17 社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について（抄） 
   ［Ｈ10.9.17 生涯学習審議会答申］ ················································ 147 
 18 今後の地方教育行政の在り方について（抄） 
   ［Ｈ10.9.21 中央教育審議会答申］ ················································ 149 
 19 21世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の中で個性が輝く大学－（抄） 
   ［Ｈ10.10.26 大学審議会答申］ ··················································· 153 
 20 学習の成果を幅広く生かす－生涯学習の成果を生かすための方策について－（抄） 
   ［Ｈ11.6.9 生涯学習審議会答申］ ················································· 155 
 21 奉仕活動・体験活動に関する答申等 ················································· 164 
 22 教育改革国民会議報告－教育を変える17の提案－（抄） 
   ［Ｈ12.12.22 教育改革国民会議報告］ ············································· 166 
 23 社会教育法の一部を改正する法律について［Ｈ13.7.11 文部科学事務次官通知］ ········ 167 
 24 学校教育法の一部改正について［Ｈ13.7.11 文部科学事務次官通知］ ·················· 169 
 25 学校教育及び社会教育における体験活動の促進について 
   ［Ｈ13.9.14 文部科学省生涯学習政策局長・初等中等教育局長通知］ ·················· 170 
 26 学校教育及び社会教育における奉仕活動・体験活動の推進に当たっての福祉担当部局との 
   連携について［Ｈ14.3.29 文部科学省生涯学習政策局長・初等中等教育局長通知］ ······ 174 
 27 学校教育及び社会教育における奉仕活動・体験活動の推進について 
   ［Ｈ14.3.28 厚生労働省社会・援護局長通知］ ······································· 175 
 28 青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について 
   ［Ｈ14.7.29 中央教育審議会答申］ ················································ 176 
 29 地域における防犯教育・防犯活動及び防犯ボランティア活動の推進について 
   ［Ｈ17.9.27 各都道府県・政令指定都市教育委員会教育長あて 文部科学省生涯学習政 
   策局長通知］ ····································································· 202 
 30 これからの図書館像～地域を支える情報拠点をめざして～（抄） 
   ［Ｈ18.3 これからの図書館の在り方検討協力者会議］ ······························· 204 
 31 新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環型社会の構築を目指して～ 
   （抄）［Ｈ20.2.19 中央教育審議会答申］ ··········································· 206 
 32 東北地方太平洋沖地震に伴う学生のボランティア活動について 
   ［Ｈ23.4.1 各国公私立大学長，各公私立短期大学長，各国公私立高等専門学校長あて 
文部科学副大臣通知］ ····························································· 220 
33 今後の青少年の体験活動の推進について（答申）［Ｈ25.1.21 中央教育審議会答申］ ····· 223 
 34 新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の 
   推進方策について［Ｈ27.12.21 中央教育審議会答申］ ······························· 251 
 35 学習支援におけるボランティアの参加促進について［Ｈ28.2.10 文部科学省生涯学習 
   政策局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長・厚生労働省社会・援護局長通知］ ······· 330 
 36 学習支援における学生ボランティアの参加促進について［Ｈ28.2.10 文部科学省生涯学 
    習政策局長・文部科学省高等教育局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長・厚生労働 




 １ 学校を核とした地域力強化プラン ··················································· 337 
    （参考）「放課後子ども総合プラン」 ·············································· 341 
 ２ 学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業 ································· 352 




 １ ボランティア活動と表彰制度について ··············································· 363 
   <参考>社会教育功労者表彰要項 ····················································· 365 
   <参考>候補者推薦要項 ····························································· 366 
 ２ ボランティア活動の定義等について ················································· 370 
 ３ 世界ボランティア宣言 ····························································· 372 




 １ 総務省「平成23年 社会生活基本調査」（抄） ········································ 385 
 ２ 国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター 
   「平成18年度 ボランティア活動に関する調査研究報告書」（抄） ······················ 391 
 ３ (1) 内閣府「平成22年度 国民生活選好度調査」（抄） ································ 404 
   (2) 内閣府「平成23年度 国民生活選好度調査」（抄） ································ 410 
 ４ 警察庁「自主防犯活動を行う地域住民・ボランティア団体の活動状況について」 
（平成25年3月21日） ······························································ 414 
 ５ 財団法人経済広報センター「ボランティア活動に関する意識・実態調査報告書」 ········· 415 
 ６ ボランティア活動・奉仕活動関係予算の推移 ········································· 443 
 ７ 社会教育施設におけるボランティア活動の状況 ······································· 444 
 ８ 子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（抜粋） ······························· 444 

















－  － 3
１ 教育基本法 
 
                                     平成18年12月22日  
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 第１章 教育の目的及び理念（第１条―第４条） 
 第２章 教育の実施に関する基本（第５条―第15条） 
 第３章 教育行政（第16条・第17条） 
 第４章 法令の制定（第18条） 

























 四 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
 五 伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，
国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 







































 （教 員） 
第９条 法律に定める学校の教員は，自己の崇高な使命を深く自覚し，絶えず研究と修養に励み，その



















































   第４章 法令の制定 
第18条 この法律に規定する諸条項を実施するため，必要な法令が制定されなければならない。 
 






 一 社会教育法（昭和24年法律第207号）第１条 
 二 産業教育振興法（昭和26年法律第228号）第１条 
 三 理科教育振興法（昭和28年法律第186号）第１条 
 四 高等学校の定時制教育及び通信教育振興法（昭和28年法律第238号）第１条 
 五 義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法（昭和29年法律第157号）第
１条 
 六 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第37条第１項 




 一 放送大学学園法（平成14年法律第156号）第18条 
 二 構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第20条第17項 
－  － 7
２ 社会教育法（抄） 
 
                               昭和24年６月10日 法律第207号  
                               最終改正  
                               平成20年６月11日 法律第59号  
 
 第１章 総則（第１条―第９条） 
 第２章 社会教育主事及び社会教育主事補（第９条の２―第９条の６） 
 第３章 社会教育関係団体（第10条―第14条） 
 第４章 社会教育委員（第15条―第19条） 
 第５章 公民館（第20条―第42条） 
 第６章 学校施設の利用（第43条―第48条） 
 第７章 通信教育（第49条―第57条） 
 附 則 
 























 一 社会教育に必要な援助を行うこと。 
 二 社会教育委員の委嘱に関すること。 
－  － 8
 三 公民館の設置及び管理に関すること。 
 四 所管に属する図書館，博物館，青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関すること。 





 八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関すること。 
 九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
 十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に
関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれらの奨励に関すること。 
 十一 運動会，競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 








 十六 社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関すること。 
 十七 視聴覚教育，体育及びレクリエーションに必要な設備，器材及び資料の提供に関すること。 
 十八 情報の交換及び調査研究に関すること。 




 一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し，必要な指導及び調査を行うこと。 
 二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営，講習会の開催，資料の配布等に関するこ
と。 
 三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあつせんに関すること。 
 四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。 















－  － 10
３ 社会教育法等の一部を改正する法律等の施行について（通知） 
 
                                     20文科生第167号  






















 １ 社会教育法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備等（第３条及び第５条関係） 
   ① 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たって，国民の学習に対する多様な
需要を踏まえ，これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うこと
により，生涯学習の振興に寄与するものとなるよう努めるものとすること。 
   ② 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たっての配慮事項として，社会教育
が学校，家庭及び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよ
う努めることを加えること。 
   ③ 教育委員会の事務に，次の事務を規定すること。 
   （ⅰ）家庭教育に関する情報の提供に関する事務 
   （ⅱ）情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に関する学習の機会
を提供するための講座の開設等の事務 
   （ⅲ）主として学齢児童及び学齢生徒に対する，学校の授業の終了後等に学校等を利用して行う
学習等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅳ）社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学校，社会教育施設
－  － 11
その他地域において行う教育活動等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅴ）社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関する事務 
  イ 公民館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第32条及び第32条の２関
係） 
    公民館はその運営状況の評価及び改善並びにその運営に関する地域住民等関係者への情報提供
に努めるべきこととすること。 
  ウ 社会教育関係団体に対する補助金の交付に係る諮問の例外（第13条関係） 




  エ 社会教育主事となる資格を得るために必要な実務経験の範囲の拡大（第９条の４関係） 
    社会教育主事となる資格を得るために必要な３年以上の実務経験の対象として，司書，学芸員
等，学校や社会教育施設における一定の職を加えること。 
  オ その他（第９条の３関係） 
   ① 社会教育主事は，学校が社会教育関係団体等の関係者の協力を得て教育活動を行う場合には，
その求めに応じて助言を行うことができることとすること。 
 
 ２ 図書館法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備（第３条及び第15条関係） 
   ① 図書館が行う事項として，社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用
して行う教育活動等の活動の機会を提供・奨励する事項を加えること。 
   ② 図書館の事項の実施における配慮事項として家庭教育の向上に資することを加えるとともに，
図書館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供等（第７条の２から第７条
の４まで関係） 
   ① 文部科学大臣は，図書館の設置及び運営上望ましい基準を定め，これを公表することとする
こと。 
   ② 図書館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 司書等の資格取得要件の見直し及び資質の向上等（第５条及び第７条関係） 
   ① 司書となる資格を得るために大学において履修すべき図書館に関する科目を，文部科学省令
で定めることとすること。 
   ② 司書となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ③ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすること。 
   ④ 文部科学大臣及び都道府県教育委員会は，司書及び司書補に対し，その資質の向上のために
必要な研修を行うよう努めることとすること。 
  エ その他（第３条関係） 
   ① 図書館が収集し一般の公衆の利用に供する「図書館資料」について，「電磁的記録」を含むこ
とを明示すること。 
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 ３ 博物館法の一部改正関係（第３条及び第21条関係） 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備 
   ① 博物館が行う事業として，２のアの①と同様の改正を行うこと。 
   ② 博物館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 博物館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供 
   （第９条及び第９条の２関係） 
    博物館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 学芸員等に関する資格取得要件の見直し及び資質の向上 
   （第５条及び第７条関係） 
   ① 学芸員となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ② 学芸員及び学芸員補の研修について，２のウの④と同様の改正を行うこと。 
  エ その他（第２条関係） 
   ① 博物館が収集・展示等を行う「博物館資料」について，２のエの①と同様の改正を行うこと。 
 
 ４ 施行期日等 
  ア この法律は，公布の日から施行すること。ただし，２のウの①に定める事項については，平成
22年４月１日から施行すること。（附則関係） 




 １ 社会教育主事講習等規程の一部改正関係 




 ２ 図書館法施行規則の一部改正関係 
  ア 司書の資格要件に関して，実務経験が必要とされる場合に，当該実務経験として評価されるも
のに官公署，学校又は社会教育施設において社会教育主事や学芸員その他の一定の職を加えるこ
とに伴い，司書講習の受講資格の必要な実務経験において所要の改正を行うこと。（第２条関係） 
  イ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすることに伴い所要の改正を行うこと。
（第３条及び第11条関係） 
 
 ３ 博物館法施行規則の一部改正関係 





－  － 13
 ４ 施行期日等 
  ア この省令は，公布の日から施行すること。（附則関係） 






  ア 社会教育法第９条の４第１号ロに規定する社会教育主事補の職と同等以上の職として以下の職
を追加又は削除すること。（一関係） 
   ① 内閣府及び文部科学省において青少年の健全な育成に関する事項の企画及び立案又は総合調
整に関する事務に従事する者の職を削除すること。 
   ② 大学等において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の機会の
提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
   ③ 社会教育施設において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の
機会の提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
  イ 社会教育法第９条の４第１号ハに規定する社会教育に関係のある事業における業務であって，
社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものとして以下の業務を追加すること。
（二関係） 
   ① アの②と同様の改正を行うこと。 
   ② アの③と同様の改正を行うこと。 
  ウ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ２ 司書補の職と同等以上の職の指定関係（平成20年告示第90号） 
  ア 図書館法第５条第１項第３号ハに規定する司書補の職と同等以上の職として以下の職を指定す
ること 








   ② 地方公共団体の教育委員会において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員
の職 
   ③ 学校において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ④ 社会教育施設において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
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   ⑤ 社会教育主事の職 
   ⑥ 学芸員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ３ 学芸員補の職に相当する職等の指定の一部改正関係（平成20年告示第91号） 
  ア 博物館法第５条第２項に規定する学芸員補の職と同等以上の職として以下の職を追加すること。 
   ① 文部科学省（文化庁及び国立教育政策研究所を含む。），大学共同利用機関法人，独立行政法
人国立科学博物館及び独立行政法人国立美術館において博物館資料に相当する資料の収集，保
管，展示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 
   ② 社会教育施設において博物館資料に相当する資料の収集，保管，展示及び調査研究に関する
職務に従事する職員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 









   各号で規定している「教育活動その他の活動」とは，具体的には，例えば，学校における「学校
支援地域本部事業」（※）として行われるボランティア等による支援活動，図書館における子どもへ
の読み聞かせ活動，博物館における展示解説活動などが挙げられる。 












   公民館，図書館及び博物館の運営状況に関する評価の具体的な内容については，第一義的には評





 ３ 社会教育委員の役割について（社会教育法第13条） 




 ４ 図書館協議会及び博物館協議会の委員について（図書館法第15条，博物館法第21条） 










































































































99.6 62.3 58.1 105.8
139.1 69.7 82.8 157.4
153.1 118.6 104.9 174.5
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５ 学校教育法（抄） 
 
                               昭和22年３月31日 法律第26号  
                               最近改正 
                               平成19年６月27日 法律第98号  
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６ 学校教育法施行規則（抄） 
 
                           昭和22年５月23日 文部省令第11号  
                           最終改正 
                           平成17年３月３日 文部科学省令第２号  
 




















   第５章 総合的な学習の時間 







１ 目 標 
  各学校においては，第１の目標を踏まえ，各学校の総合的な学習の時間の目標を定める。 
２ 内 容 
  各学校においては，第１の目標を踏まえ，各学校の総合的な学習の時間の内容を定める。 
 





















   第４章 総合的な学習の時間 







１ 目 標 
  各学校においては，第１の目標を踏まえ，各学校の総合的な学習の時間の目標を定める。 
２ 内 容 
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１ 急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方について（抄） 
 
                                    昭和46年４月30日  





 (3) 青 年 









 (4) 成 人 
  ア 成人一般 





  イ 婦 人 




  ウ 高齢者 
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めの仲間づくりに関すること，孫の教育や地域社会の子ども会などの指導に関すること，その他
各種の社会奉仕に関することなどをとりあげる必要がある。 


















 (2) 社会的条件の変化と指導者 
  ア 指導者一般の課題 
   (ｱ) 民間における有志指導者の拡充 




   (ｴ) 青少年に対する指導者の充実 







 (1) 市町村の役割 
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 (2) 都道府県の役割 
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２ 生涯教育について（抄） 
 
                                    昭和56年６月11日  





 (3) 社会参加の促進 
   青少年が地域社会に関心や愛着を持ち，社会的に寄与しようとする気持ちを持つようにすること
は大切なことである。 
   このため，青少年に奉仕活動などの場を与え，社会的な役割を果たすことの意義を体験的に理解
させ，それを通じて地域社会に対する関心，愛着を高めるべきである。 
   青少年の社会参加に関しては，特に家庭の理解・協力が必要であり，また，親自らが進んで子供
とともに社会的活動に参加できる姿勢が望まれる。 
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３ 教育改革に関する第二次答申（抄） 
 
                                    昭和61年４月23日  






















   このため，地域社会を基盤として公民館等の社会教育施設を自主的な団体・サークルなどの学習
活動の拠点としてより一層活動するとともに，青少年団体など各種団体の育成や活動の充実などを
図る。 









   また，ボランティア活動などの社会参加による傷害等の事故に対する対処方策や，長期間の奉仕
活動などに対し企業や官公庁等において身分保障などを行うなど，社会的基盤の整備が重要であり，
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４ 社会教育施設におけるボランティア活動の促進について（報告） 
 
                                    昭和61年12月３日  
                                    社 会 教 育 審 議 会  








































































































































 (1) 受け入れ体制 






   このような阻害要因を取り除き，社会教育施設におけるボランティア活動を活発にするためには，
次のような事柄に留意する必要があろう。 
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る。 





 (2) 費用負担 





 (3) 事故防止 
   ボランティア活動中の予測しがたい事故が，ごくまれにではあるが起こっている。不測の事態に
備えて社会教育施設では，活動中の安全対策に十分配慮する必要がある。そのためにはまず，ボラ
ンティアの人々に安全教育の機会が提供されねばならない。 
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５ 教育改革に関する第三次答申（抄） 
 
                                    昭和62年４月１日  
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  ④ （略） 
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６ 教育改革に関する第四次答申（最終答申）（抄） 
 
                                    昭和62年８月７日  





 ２ 家庭・学校・社会の諸機能の活性化と連携 
  (3) 社会の教育諸機能の促進 
   ① 自主的な学習活動の促進 
     自主的な学習活動は，人々の生きがいや充実した生活につながるものであり，個人学習や団
体，サークルへの参加など種々の形態により，各人がそのニーズに応じて主体的に学習を進め
ることは，生涯学習の基本である。 








 ４ 教育費・教育財政の在り方 
  (5) 民間活力の導入 
    高度化，多様化した国民の教育上のニーズに適切に対応し，教育の活性化，合理化を促進する
観点から，規制の緩和等により民間活力の積極的導入を図っていく必要がある。 








                                    昭和63年２月９日  
                                    社 会 教 育 審 議 会  





 (2) 職員の資質の向上 
   （略） 




 (3) 利用の促進 
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８ 生涯学習の基盤整備について（抄） 
 
                                    平成２年１月30日  















 (1) 「生涯学習推進センター」について 






   ⅳ 生涯学習のための指導者・助言者の養成・研修に関すること 
    生涯学習を推進するためには，多様な学習活動について指導・助言を行う者の役割が重要であ
る。 
     人々の生涯学習を支援し，様々な分野において指導・助言を行う人材の確保や資質の向上を
図るため，ボランティアを含め生涯学習に関する指導者・助言者の養成や研修を行う。 
   ⅴ 生涯学習の成果に対する評価に関すること 




     差し当たり，地域の実情に応じて，都道府県が行うボランティアや社会教育指導員などの養
成・研修事業における学習の成果を評価認定し，各種機関が行うボランティアの登録の参考と
なるようにするとともに，市町村が社会教育指導員を採用する際に活用できるようにする。 
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９ 博物館の整備・運営の在り方について（中間報告）（抄） 
 
                                    平成２年６月29日  
                                    社 会 教 育 審 議 会  
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10 新しい時代に対応する教育の諸制度の改革について（抄） 
 
                                    平成３年４月19日  





 (2) 学習成果の活用の実態 
   生涯学習の成果を活用することについても，まだ一部で行われているに過ぎない。何らかの形で
学習成果を活用しているものとしては，次のような例があげられる。 





 (4) 学習成果の評価についての考え方とその必要性 
  ① 生涯学習と学習成果の評価 






    生涯学習の目的や内容・方法は極めて多様であり，これに関する評価の在り方も学習の内容や
学習者の希望に応じて，多様で多元的なものでなければならない。 





 ３ 第３は，学習成果を広く社会で活用することである。（略） 
   また，今後は，企業・官公庁の採用においても，ボランティア活動などの生涯学習の実績を評価
することが期待される。このため，履歴書に学歴と並んで各種の生涯学習歴を記載を奨励すること
も重要であろう。 
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11 公民館の整備・運営の在り方について（中間まとめ）（抄） 
 
                                  平 成 ３ 年 ６ 月 1 1日  
                                  生 涯 学 習 審 議 会  




 (1) 公民館活動の多様化・活発化 
  ③ 学習成果活用の場の配慮 
    公民館は，学習意欲の向上や学習活動の奨励のために，例えば，多くの住民の参加が得られる
文化祭，作品展示会，音楽発表会の開催に努めるなど，学習成果が活用される場としての活動や
事業にも配慮することが重要である。 




    このような活動は，多彩な人材やボランティアの協力が得られ，多様な活動の展開が可能とな
るばかりでなく，地域住民の相互の交流を深め，地域社会全体の形成に役立つと考えられる。 
 




                                平 成 ４ 年 ２ 月 2 6 日  
                                青少年の学校外活動に関する  




 (1) 学校教育と学校外での活動 











 (3) 学校週５日制の導入と学校外活動の充実 
   現在，学校週５日制の試行を実施している調査研究協力校が所在する９都県・17市区町村におい
て学校外活動の充実に関する調査研究が行われており，その一環として，これらの市区町村では，
休日になった土曜日を利用して地域の実情に応じた具体的な学校外活動の試みが進められている。 


























 (4) 社会における支援 















 (1) 日常生活圏における学校外活動の充実 
   子供の生活行動の大部分は，日常生活圏で行われることから，学校外活動についても，日常生活
圏での充実を図ることが基本的な課題であり，これに対する積極的な取組みが必要である。 
 
  ア 身近な場所での遊びや多様な活動の充実 




    また，身近な地域におけるこれらの活動の活性化を図るためには，家庭・地域・学校等の関係
者から構成され，地域の実情に即した活動の充実に必要な協力体制作りや企画を推進する場の設
置を促進する必要がある。 
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  イ 青少年のボランティア活動の充実 









 (2) 広域的な学校外活動の充実 
   子供の学校外活動の範囲は，日常生活圏を基盤としながらも，最近の社会生活一般における活動
範囲の拡大に伴って，従来より拡大する傾向にあり，日帰りによる広域的な活動や宿泊型の活動の
重要性も増大していると考えられる。 
   このような広域的活動による新鮮な活動体験は，身近な場所での活動体験とあいまって，子供の
成長に大きく寄与するものであり，そのための場や機会の充実を促進することが必要である。 
 
  イ 多機能広域型の活動センターの提供 
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13 今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について（抄） 
 
                                    平成４年７月29日  






   人々の生涯学習に対する需要は，ますます増大していくものと考えられるが，学習活動を通じて
身に付けた知識や技術を，職場，地域や社会の中で活用したいという要請も大きくなっている。 






   また，生涯学習の成果を地域や社会で生かしていくことは，これから学習しようとする人々や，
現在学んでいる人々にとってもよい刺激となって，生涯学習への意欲を一層高めることにもつなが
るものである。 






















 １ 生涯学習とボランティア活動 
  (1) 生涯学習とボランティア活動 
    生涯学習は，人々が，自発的意思に基づいて生涯にわたって行うことを基本とするもので，意
図的・組織的な学習活動として行われるだけでなく，人々の様々な活動の中でも行われるもので
あり，幅広い範囲にわたっている。 
    ボランティア活動は，個人の自由意思に基づき，その技能や時間等を進んで提供し，社会に貢
献することであり，ボランティア活動の基本的理念は，自発（自由意思）性，無償（無給）性，
公共（公益）性，先駆（開発，発展）性にあるとする考え方が一般的である。 











  (2) ボランティア活動の意義 





    これまでの我が国のボランティア活動は，個人の自主性を重んじる欧米と異なり，地域社会と
の密着性と，ある程度の強制や義務感がなければ進まないという傾向が見られた。 








  (3) ボランティアの活動分野 
    第１部で述べたような，科学技術の高度化，情報化，国際化，高齢化等の近年における社会の








  (4) ボランティア活動に対する評価の視点 
    ボランティア及びボランティア活動に対する評価としては，活動した本人の自己評価，ボラン
ティア活動を受けた側の評価，社会全体からの評価の三つの視点が考えられる。 










 ２ ボランティア活動の現状と課題 
  (1) ボランティア活動の現状 






    さらに，専門的技術を持った高齢者による海外での技術協力活動，青年による青少年の非行防
止活動，自然環境保護活動などのボランティア活動も行われている。 
    近年，多忙な職業人や高齢者など，様々な人々がボランティア活動に参加する動きが出てきて
いる。 




    さらに，関係団体が連携して，地域におけるボランティア活動を推進・援助するための組織等
を検討するなどの取組も見られる。 
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  (2) ボランティア活動に関する学習機会の現状 
    ボランティア活動に関する学習の機会は，意識啓発，資質・能力の向上を図るため，ボランテ
ィア活動を希望する人，ボランティア活動を行っている人，リーダー，施設職員，教員等，あら
ゆる人々を対象として，行政や民間団体等により幅広く提供されている。 
    学校においては，児童生徒に勤労の尊さや社会奉仕の精神を培う体験的な活動として，道徳や
特別活動を中心に，ボランティア活動にかかわる指導が行われている。 
 
  (3) ボランティア活動の支援・推進に向けての課題 
   ① ボランティア活動をめぐる社会的文化的風土づくり 
     ボランティア活動は即ち福祉・慈善活動という，社会一般の限定された認識や，活動に消極
的な意識を改め，生涯を通じて，あらゆる層の人々が，様々なボランティア活動に取り組むこ
とができる社会的文化的風土づくりが重要である。 
     そのためには，家庭教育，学校教育，社会教育を通して，ボランティアに関する基礎的な理
解を深め，社会参加の精神を培う学習を充実させる必要がある。 
   ② ボランティア層の拡大と活動の場の開発 




     そのためには，ボランティアとして活動するための基礎的な学習機会の充実や，学習の成果
と能力を生かした活動の場の開発が今後の課題であり，特に公的施設・機関等の役割が期待さ
れる。 




   ③ 情報の提供と相談体制の整備充実，連携・協力の推進 




   ④ 事故等への対応と過剰な負担の軽減のための支援 
     ボランティア活動中に事故等が発生した場合，責任や補償について争われることがある。そ
のため，事故等を懸念してボランティアが活動を自ら控えたり，国民一般の活動への参加意欲
をそぐことのないよう，責任を明確にして活動が行われるような方策が必要である。 
     さらに，ボランティア活動の無償性の理念を堅持しつつ，過剰な負担を個人に強いることを
避けて，志ある人がボランティア活動を継続して行えるような方策が求められる。 
   ⑤ 企業における課題 
     ボランティア活動をどうとらえるかについて模索している企業も多いが，勤労者の自己実現
を支援する意義を理解して，企業が自ら，地域の一員としての役割を十分踏まえた積極的な対
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応を行うことが期待される。 
   ⑥ 評価に関する課題 





 ２ 家庭や地域における現状と学校外活動の充実に向けての課題 
  (1) 家庭生活の変化と地域での活動体験の現状 




    地域における子供の活動については，異年齢の仲間と自発的に活動したり，多様な直接体験を
積み重ねる等の機会が少なくなってきていることがうかがわれる。 
 
  (2) 学校外活動の充実に向けての課題 
    国や地方公共団体によって，家庭教育に関する親の学習機会等の充実のための施策や，青少年
教育活動に係る各種事業の推進及び青少年団体等の育成，各種社会教育施設等の整備などが図ら
れているが，これらの施策の充実を一層積極的に推進する必要がある。 
    今後の活動の促進に当たっては，社会変化によって生じている様々な課題を視野に入れ，子供
が今日の社会動向に対する基礎的な興味・関心を養えるよう，活動の新しい視点を工夫すること
が重要である。 




    さらに，社会一般における休日の拡大傾向を踏まえ，地域に密着している市町村等において，
休日を活用した学校外活動の総合的な振興方策を計画的に推進していくことが有意義と考える。 
    また，心身に障害のある子供が，地域における活動に参加しやすいよう配慮することが大切で
ある。 








    また，青少年が優れた芸術文化に親しみ，豊かな情操をはぐくむとともに，地域の歴史的文化




    なお，学校における部活動などの課外活動と学校外活動との連携を必要に応じて図るなどの配
慮も必要である。 
    学校外活動の充実を図る上では，子供の生活行動に極めて大きな影響を与える親をはじめ，地
域の人々や学校の教員を含めた，関係者の適切な配慮が重要である。 
    とりわけ，子供の人間形成の上で第一義的な役割と責任を持っている各家庭において，日常の
生活体験を豊かにするよう努めるとともに，家庭や学校では得にくい活動の経験の機会を，地域
で子供に積極的に与えるよう配慮することが重要である。 




 ２ 現代的課題に関する学習の現状と課題 
  (1) 学習への関心 
    人々の学習への関心の現状を見ると，人々の身近な問題や実益を伴う問題についての関心が高
く，比較的自分と空間的・時間的に遠い問題には，余り関心を示さない傾向が見られる。 









 (2) ボランティア活動に関する学習機会の拡充 
   ボランティア活動を希望する人のために，ボランティアの精神，ボランティア活動の理念等につ
いて学習する機会を，様々な形で拡充することが重要である。 
   ボランティアを受け入れる公的施設・機関等においては，職員を対象に，ボランティア活動に対
する正しい認識を培う研修を行うことが必要である。 
   また，学校教育においては，児童，生徒及び学生がボランティア精神などを培う体験的活動を行
うことや，教育活動全体を通じて積極的な指導がなされることが重要である。 
   なお，これらの学習機会の目的，内容に応じた学習プログラムや活動メニューの開発，学習資料・
事例集の作成・配布が必要である。 
 
 (3) 青少年の学校外活動における学習機会の拡充 
   子供の発達段階に応じて，自然や社会への基礎的な興味・関心を養う観点から，次のような学習
機会の拡充や活動の充実を促進する必要がある。 
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   ① 自然環境や社会環境など環境とのかかわりや，科学技術への興味・関心を培う活動 
   ② 地域の生活に密着した国際交流活動など，国際化社会に生きるための素養を身に付ける活動 
   ③ 地域社会におけるボランティア活動，高齢者や障害者との交流活動，勤労体験活動など，多
様な社会参加を経験する活動 















 (2) ボランティア活動に関する情報の提供と相談体制の整備充実 
   ボランティア活動を希望する人，活動している人，受ける側の人のそれぞれのニーズに適切に対
応できるよう，各種の学習や活動に関する情報の収集・提供を行う体制を整備する必要がある。 
   ボランティアを受け入れる施設・機関は，ボランティア活動について総合的に連絡調整するため
の窓口を設置するとともに，専門的職員を配置することが必要である。 
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 (2) ボランティア活動に関する連携・協力の推進 
   都道府県・市町村の教育委員会は，民間団体等の協力を得ながら，関係行政部局と連携を取りつ
つ，「生涯学習ボランティア活動推進会議」等を開催することが必要である。 



















 (1) ボランティア活動におけるリーダーの育成 








 (2) ボランティア活動を行う個人・団体に対する経済的な支援 
   ボランティア活動は，無償性の理念に基づくものであるが，継続的で充実した活動を行うことが
できるよう，ボランティア活動を行う個人・団体に対して，活動のための連絡・通信，運営等に必
要な資金などを支援することは有意義である。 
   また，ボランティア活動に伴う経済的な負担の軽減のため，ボランティア活動の実費補償の在り
方を検討する必要がある。 
   特に，事故等を適切に対処し，負担等を軽減するため，ボランティア保険の充実と普及を積極的
に推進する必要がある。 
   なお，ボランティア活動に対する民間の助成を促進するため，団体の設置や，既存の団体がボラ
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ンティア活動を助成するよう働き掛けることも重要である。 




 (1) 企業等による支援 
   企業等において，勤労者の生涯学習を支援するため，有給教育訓練休暇制度などを活用したリカ
レント教育休暇や，ボランティア休暇・休職制度の積極的な導入・普及が期待される。 
   また，企業等において，研修や退職準備教育の一部として，ボランティア活動に関する学習が行
われることが望ましい。その際，独自にこのような取組を行うことが難しい中小企業等においては，
例えば数社で共同して行うことも考えられる。 




９ 評 価 
 (2) ボランティア活動に対する社会的評価 
   ボランティア活動を今後一層支援し，発展させるために必要な社会的な評価の在り方として，例
えば次のような点について検討する必要がある。 
  ① 学校外のボランティア活動の経験やその経験を通して得た成果を適切に学校における教育指導
に生かすこと。 
  ② ボランティア活動の経験やその成果を賞賛すること。 
  ③ ボランティア活動の経験やその成果を資格要件として評価すること。 
  ④ ボランティア活動の経験やその成果を入学試験や官公庁・企業等の採用時における評価の観点
の一つとすること。 
   履歴書にボランティア活動歴を記載することを奨励したり，そのために履歴書の様式を工夫する
こと等も検討に値する事柄であろう。 
   ボランティア活動の経験やその成果は，社会的な評価項目の一つとして考えられるものであるが，
社会的評価を行う場合は，無償性，自発性等ボランティア活動の基本的理念を損なうことのないよ
う留意する必要がある。 




 (2) ボランティア活動の場の開発等 
   ボランティア活動の分野，活動場所の開発に当たっては，ボランティアの自主性，自発性を尊重
することを前提とし，青少年から高齢者まであらゆる層の人々が，楽しく，無理なく参加できるよ
う留意し，活動場所を幅広く柔軟にとらえることが大切である。 
   また，人々の学習の成果を社会のあらゆる分野で生かすため，ボランティア活動に関する調査研
究が必要となっている。 
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 (2) 身近なところから自発的に生涯学習を 






 (4) 地域の生涯学習の振興を 




   また，都市化の進展とともに，ともすれば希薄になりがちな人と人との心の触れ合いの機会を増
やし，郷土の文化や歴史への理解と愛着を深めるなど，生涯学習の観点から日々の生活や人生をよ
り豊かにしていく上で，地域は重要な役割を担っている。 
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14 21世紀を展望した我が国の教育の在り方について（抄） 
 
                                 平 成 ８ 年 ７ 月 1 9 日  




 (3) 今後における教育の在り方の基本的な方向 









 (1) これからの学校教育の目指す方向 
  ② 教育内容の厳選と基礎・基本の徹底 
   （育成すべき資質・能力） 
    初等中等教育においては，学校段階や子どもたちの心身の発達段階によって，その程度，内容，
重点の置き方等が異なるものの，特に，次のような資質・能力の育成を重視し，教育内容を基礎・
基本に絞り，その厳選を図る必要がある。 
   (f) 他人を思いやる心，生命や人権を尊重する心，自然や美しいものに感動する心，正義感，公
徳心，ボランティア精神，郷土や国を愛する心，世界の平和，国際親善に努める心など豊かな
人間性を育てるとともに，自分の生き方を主体的に考える態度を育てること。 
  ③ 一人一人の個性を生かすための教育の改善 
   （高等学校における改善） 
    生徒の多様な学習ニーズにこたえるため，他の高等学校や専修学校における学習成果を単位認
定する制度の一層の活用を図っていく必要がある。 






  ④ 豊かな人間性とたくましい体をはぐくむための教育の改善 
    これまでにもしばしば指摘されてきたことであるが，よい行いに感銘し，間違った行いを憎む
といった正義感や公正さを重んじる心や実践的な態度，他人を思いやる心，生命や人権を尊重す
る心，美しいものに感動する心，ボランティア精神などの育成とともに，学校教育においては，
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特に，集団生活が営まれているという特質を生かしつつ，望ましい人間関係の形成や社会生活の
ルールの習得などの社会性，社会の基本的なモラルなどの倫理観の育成に一層努める必要がある。 
    また，子どもたちの発達段階を踏まえながら，人間としての生き方や在り方を考えさせること
も大切であり，特に勤労観や職業観の育成を図ることの重要性も指摘しておきたい。 
    このような豊かな人間性をはぐくむための教育は，道徳教育はもちろんのこと，特別活動や各
教科などのあらゆる教育活動を通じて，一層の充実を図るべきであるが，その際には，特に，ボ
ランティア活動，自然体験，職場体験などの体験活動の充実を図る必要があると考える。 
  ⑤ 横断的・総合的な学習の推進 
    今日，国際理解教育，情報教育，環境教育などを行う社会的要請が強まってきているが，これ
らはいずれの教科等にもかかわる内容を持った教育であり，そうした観点からも，横断的・総合
的な指導を推進していく必要性は高まっていると言える。 
    このため，上記の②の視点から各教科の教育内容を厳選することにより時間を生み出し，一定
のまとまった時間（以下，「総合的な学習の時間」と称する。）を設けて横断的・総合的な指導を
行うことを提言したい。 





 (2) 新しい学校教育の実現のための条件整備等 
  ② 教員の資質・能力の向上 








 (2) 家庭教育の条件整備と充実方策 
  ① 家庭教育の在り方と条件整備 




  ② 家庭教育の具体的な充実方策 
   (a) 家庭教育に関する学習機会の充実 
     これから親になる青年を対象に，意識啓発や保育ボランティア等の育児体験など人生の早い
時期から子育てに関する学習機会を提供することも必要なことである。 
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   (c) 親子の共同体験の機会の充実 







 (2) 地域社会における条件整備と充実方策 
  ② 地域社会における教育の具体的な充実方策 
   (a) 活動の場の充実 
    （学校施設の活用） 
     今後は，学校図書館や特別教室も含め，学校の施設を一層開放し，様々な活動を行っていく
必要がある。その際，親や地域の人々のボランティア参加による活動などは，子供たちの活動
を豊かにするためにも大いに推奨したい。 
   (b) 活動の機会の充実 
    （ボランティア活動の推進） 



























   (e) 情報提供の充実 
     市町村教育委員会が中心となって地域社会における活動に関する各種の情報をデータベース
化するとともに，学校や関係機関などとの情報通信ネットワークを形成して，子供たちに情報
を十分に提供する体制を整備することが急がれる。 




   (f) 「第４の領域」の育成 
     これからの地域社会における教育は，同じ目的や興味・関心に応じて，大人たちを結びつけ，
そうした活動の中で子供たちを育てていくという，従来の学校・家庭・地縁的な地域社会とは
違う「第４の領域」とも言うべきものを育成していくことを提唱したい。 
     例えば，青少年団体では，地縁的なものよりも，最近ではむしろ，スポーツやキャンプ，ボ
ランティアといった目的指向的なものの方が人気が高いと言われているが，これなどは，ここ
でいう「第４の領域」の一つの例と言えよう。 
  ③ 地域社会における教育を充実させるための体制の整備 
   (b) 地域教育連絡協議会や地域教育活性化センターの設置 






















 ④ 海外に在留している子供たち等の教育の改善・充実 
  （日本に在留している外国人の子供たちの教育の改善・充実） 







 ③ 地域社会における様々な学習機会の提供 
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15 教育改革プログラム（抄） 
 
                                     平成９年１月24日  




 (4) 豊かな人間性の育成 
  ○家庭や地域社会における取組 




 (6) 養成，採用，研修の各段階を通じた教員の資質向上 
  ○教員養成カリキュラムの改善等 




  ○教員の研修プログラムの改善 









 (1) 学校，家庭，地域社会の連携強化 
  ○地域の関係機関・団体等の連携の強化 




    また，地域において青少年の活動の援助に当たる民間団体指導者，リーダー等の資質向上を図
る。 
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 (2) 学校外の体験活動の推進 
  ○青少年団体における活動など学校外活動への参加の奨励 




  ○学校外活動の評価 




  ○身近な体験活動の場の充実 
    地域における学校外活動を促進するため，子供にとって魅力ある教育用教材の宝庫である科学
博物館，歴史民族博物館，美術館，動植物園や公民館，図書館等の活動の活性化やマルチメディ
アの活用等の工夫を進める。 
    また，学校施設を活用した活動の場の充実のため，地域住民や青少年団体，文化・スポーツ団
体，ボランティア等の協力を得ながら，学校施設の開放を促進する。 
 
 (3) ボランティア活動の促進 
  ○学校におけるボランティア教育の充実 
    学校におけるボランティア教育のあり方についての教育課程審議会における検討を促進すると
ともに，環境保全活動や社会福祉活動等のボランティアに関する地域の関係施設・機関や団体と
学校との積極的な連携を推進する。 
    また，大学生の環境保全活動，社会福祉活動，青少年育成活動，海外援助・協力活動などの各
種のボランティア活動を普及・奨励するための方策について，平成９年度中に検討を行う。 
 
  ○教員の養成・研修カリキュラムへの導入 
    教員の養成・研修カリキュラムにボランティア活動や福祉等の体験を導入することを検討する。 
    （再掲） 
 
  ○地域におけるボランティア活動の参加促進 
    青少年の地域社会への貢献を促進し，豊かな心をはぐくむため，地域における身近な施設やボ
ランティア団体等間の連携協力，ボランティア活動の場の充実のための取組を推進する。 
 
  ○ボランティア活動に関する情報提供の充実 
    青少年の自主的なボランティア活動を促進するため，ボランティア活動に関する情報収集・提
供や相談等の体制づくりを進め，学校，ボランティア団体とのネットワークの形成を推進する。 
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 (4) 社会人や地域人材の学校への活用 
  ○学校支援ボランティア活動の推進 





 (2) 教員等の国際体験・国際貢献の充実 
  ○教員による教育協力への参加奨励・促進等 
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16 新しい時代を拓く心を育てるために 
  －次世代を育てる心を失う危機－（抄） 
 
                                    平成10年６月30日  




 (2) 異年齢集団の中で子どもたちに豊かで多彩な体験の機会を与えよう 
  ② ボランティア・スポーツ・文化活動，青少年団体の活動等を活発に展開しよう 
   (a) 自分の大切さに気付かせ，社会貢献の心をはぐくむボランティア活動を振興しよう 

















      なお，こうした働きかけの際には，「ボランティア活動は特別なことではなく，だれでも日
常的にできることである」という考え方を伝え，子どもたちが身構えず，自然にボランティ
ア活動を行えるようにすることが重要である。 
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第４章 心を育てる場として学校を見直そう 
 
 (2) 小学校以降の学校教育の役割を見直そう 
  ① 我が国の文化と伝統の価値について理解を深め，未来を拓く心を育てよう 
   (f) 子どもたちに信頼され，心を育てることのできる先生を養成しよう 
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17 社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について（抄） 
 
                                    平成10年９月17日  






























  (1) 社会教育行政を通じた地域社会の活性化 













  (3) 地域の人材が活躍できる場としての社会教育施設 

















  (2) 社会教育関係団体との連携 
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18 今後の地方教育行政の在り方について（抄） 
 
                                    平成10年９月21日  
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19 21世紀の大学像と今後の改革方策について 
  －競争的環境の中で個性が輝く大学－（抄） 
 
                                     平成10年10月26日  
                                     大学審議会答申  
 
第２章 大学の個性化を目指す改革方策 
    教育研究システムの柔構造化 －大学の自律性の確保－ 
 
 (1) 多様な学習需要に対応する柔軟化・弾力化 
   －学生の主体的学習意欲とその成果の積極的評価－ 






   (ｱ) 秋季（９月）入学拡大の趣旨 








    ｂ．また，大学入学機会の複数回化という観点から，秋季（９月）入学の導入の促進を求める
声もある。受験者の選択の幅を広げ，多様な学習計画を可能とするという点で秋季（９月）
入学の導入による入学機会を拡大することも有効である。 
   (ｲ) 実施に際しての配慮事項等 
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  (ｴ) 学生の多様な体験活動の充実 
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20 学習の成果を幅広く生かす 
  －生涯学習の成果を生かすための方策について－（抄） 
 
                                    平成11年６月９日  





 (1) ボランティアを志向する社会の進展 
   我が国の近年におけるボランティア志向の高まりは，国民の間に，個人の経済的・物質的な利益
を求める生き方ばかりでなく，他者のため，社会・公共のために積極的に自分を役立てたいとする
意識が高まってきていることの証左である。 
























 (2) 生涯学習によるボランティア活動の深化と発展 
   本審議会の平成４年７月の「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策等について」（答
申）において，ボランティア活動と生涯学習の関係が明確にされたことにより，生涯学習の理念に












 (3) 社会教育関係団体や民間非営利公益活動の進展 




   学習成果の活用を考える場合，個人としてのボランティア活動ばかりでなく，非営利の組織的な
公益的活動に生かすことにも配慮することが大切である。 





  －ボランティア活動の充実・発展のために－ 
 (1) 多様な活動の発見・創造 














－  － 157






   ボランティアを施設に円滑に受け入れるため，施設側の担当者の指名，ボランティア及び職員双
方への研修の実施などが必要となってくるが，施設の設置者においては，規則などの整備のほか，
受入れに必要な予算措置についても配慮することが必要である。 
   そのほか，地方公共団体においても，新たな活動の場として，庁舎，郵便局，病院，駅等の公的
施設やスポーツ競技大会等イベントの組織運営等，一層幅広いボランティア活動の場の開発が待た
れる。 














 (2) ボランティア活動のもつ社会的責任 





   そのために重要なのは，志や熱意ばかりでなく，受け手の気持ちへの配慮，活動を支える知識・
技術の獲得や仲間との協調性ということであり，そうした学習も大切になる。 
   ボランティアとしての責任を全うするためには，活動における安全管理の確保，危機回避のため
の手だての習得が特に大切であり，そのための学習機会が整備，提供されることが必要である。 
   また，万一の事故に備えて，近年，多様な保険制度が創設されるようになってきている。個人が
加入するものばかりでなく，市町村等の事業者が一括して加入するものなど，活動の形態に即応し
て，適切な保険を活用することが必要になっている。 
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 (3) ボランティア活動についての自己評価の促進 









  （入学試験等における評価の促進） 
   入学試験や就職試験においても，自己をアピールする一つの方法としてボランティア活動におけ
る学習成果を積極的に活用することが適当である。学校や企業としても，それらを多様な評価項目
の一つとして，取り入れるようにすることが望まれる。 
   平成９年10月現在で，大学入学者選抜（推薦入学を含む。）においてボランティア活動の経験を評
価している大学は，国公私立併せて587校中188校（32.0％）となっている。 
   また，平成11年度の公立高等学校入学者選抜では，ボランティア活動の評価について，全都道府
県において，調査書の何らかの欄に記載することができる状況にあり，特にボランティア活動の名
称を冠した記載欄があるのは13県となっている。 
   入学試験が，当該学校の教育を施すに足る資質と能力を判定するためのものであることからすれ
ば，ボランティア活動を通して得た学習成果を，多様な評価の一つとして問うことは，ボランティ
ア活動を重視する学校にあっては，当然のことといえよう。 
   今後，大学，高等学校の入学者選抜においては，例えば推薦入学におけるボランティア活動の積
極的な評価など広くボランティア活動の経験を評価するよう求めたい。 
   また，企業においても，例えばボランティア活動の経験を評価して採用する枠を設けるなど採用
における積極的なボランティア活動の評価が望まれる。 
 
 (4) ボランティア活動に対する共感の輪の拡大 
   ボランティア活動を一層盛んにするためには，社会の様々な場において，ボランティア活動を互
いに認め合い，それを社会的に表すことが大切である。 

















  ⅰ）ライフサイクルに応じたボランティア活動のプログラム開発 




   【学校において】 
     小・中学校にあっては，将来のボランティアのための準備教育としてのボランティア教育を
一層推進すべきである。道徳，特別活動等において活動体験を通して，ボランティア活動の意
義，特質，喜びなどについて基本的な理解を得させる必要がある。 















     さらに，大学が休学制度を活用して学生にボランティア活動に参加する機会を与えたり，正
課外のものとして行われるボランティア養成講座を開設することも望まれる。 
   【成人において】 
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   【高齢者において】 













  ⅱ）民間非営利の公益活動への支援促進 





    民間非営利団体が充実した事業を円滑に実施していくためには，組織や事業の運営についての
適切なマネージメントが必要になり，このための研修や養成プログラムの開発が望まれる。 









 (6) ボランティア・バンクの構築 
 （全国ボランティア・バンクのネットワーク化） 




   このため，ボランティア活動について適切な情報提供を行うという観点から，ボランティア活動
を希望する人，特にこれからボランティア活動を始めようとする人に対しては，どこに問い合わせ
れば，希望するボランティア活動の情報が得られるかなどの情報を提供することが必要である。 
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 (7) ボランティア・コーディネーターの養成，研修 
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 (2) 活動の場づくり 
  Ａ 学校での活動参加 
   1) 学校支援ボランティアの推進 
     地域社会の重要な核である学校を，地域に支えられ，また，地域に貢献するという「地域に
根ざした学校」にするためには，学校をより開かれた存在にするとともに，地域住民による多
様な学校支援ボランティア活動の充実が重要である。 










     学校支援ボランティアの例としては，次のようなものがあげられる。 
    （授 業） 
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    （部活動） 










    （特別活動） 







    （学校図書館運営） 















































































        ゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすことのできる社会の
        実現が図られなければならない。
（大学）　新設
第７条　大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を
        創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。
      ２　大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければな
        らない。
教育基本法の改正（平成１ ８年１ ２月 ２ ２日 ）


























































 　　　・高校での奉仕活動の必修化  　・大学の９月入学の普及促進










（１） 国民一人一人の生涯を通じた学習の支援 ー 国民の「学ぶ意欲」を支える
　② 多様な学習機会の提供、再チャレンジが可能な環境の整備






  ◇ 地域ぐるみで学校を支援し子どもたちをはぐくむ活動の推進 （学校支援地域本部・放課後子どもプラン）
④ いつでもどこでも学べる環境をつくる
　◇ 公民館等の活用を通じた地域の学習拠点づくり（学習の成果としてのボランティア活動）
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22 教育改革国民会議報告（平成12年12月22日） 
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23 社会教育法の一部を改正する法律について 
 
            平成13年７月11日，13文科生第279号                   
            各国公私立大学長，各国公私立高等専門学校長，国立久里浜養護学校長，  
            放送大学長，各都道府県教育委員会教育長，各都道府県知事，独立行政法  
            人国立特殊教育総合研究所理事長，独立行政法人国立オリンピック記念青  
            少年総合センター理事長，独立行政法人国立女性教育会館理事長，独立行  
            政法人国立青年の家理事長，独立行政法人国立少年自然の家理事長，独立  
            行政法人国立科学博物館長，独立行政法人国立美術館理事長，独立行政法  
            人国立博物館理事長，独立行政法人文化財研究所理事長あて        




















１．家庭教育に関する学習機会の充実等（第５条第７号関係）  （略） 
２．ボランティア活動など社会奉仕体験活動，自然体験活動その他の体験活動の充実（第５条第12号関
係） 
 (1) 改正内容の概要 
   青少年の社会性や豊かな人間性をはぐくむため，｢青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体
験活動，自然体験活動その他の体験活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること」
を教育委員会の事務として規定したこと。 
 (2) 基本的な留意点 
  ① 今回の改正の趣旨は，教育委員会や公民館等の社会教育施設が自ら体験活動の機会を提供する
事業を実施すること，及び民間の社会教育団体等が実施する事業を奨励することを教育委員会の
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事務として規定するものであること。 





  ③ 体験活動の実施に当たってのその他の留意点については，別途通知する予定であること。 
３．社会教育主事の資格要件の緩和（第９条の４関係）  （略） 
４．社会教育委員及び公民館運営審議会の委員の委嘱範囲の拡大（第15条第１項及び第30条第１項関係）
（略） 
５．国及び地方公共団体の任務に関する規定の改正（第３条第２項関係）  （略） 
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24 学校教育法の一部改正について 
 
            平成13年７月11日，13文科初第466号                   
            各国公私立大学長，各国公私立高等専門学校長，国立久里浜養護学校長，  
            放送大学長，各都道府県教育委員会，各都道府県知事あて         

































第55条，第57条，第69条の２，第76条，第82条の10関係），９改正法附則関係  （略） 
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25 学校教育及び社会教育における体験活動の促進について 
 
          平成13年９月14日，13文科初第597号                     
          各国公私立大学長，各国公私立高等専門学校長，国立久里浜養護学校長，放送  
          大学長，各都道府県教育委員会，各都道府県知事，独立行政法人国立特殊教育  
          総合研究所理事長，独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター理  
          事長，独立行政法人国立女性教育会館理事長，独立行政法人国立青年の家理事  
          長，独立行政法人国立少年自然の家理事長，独立行政法人国立科学博物館長，  
          独立行政法人国立美術館理事長，独立行政法人国立博物館理事長，独立行政法  
          人文化財研究所理事長あて                         
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記念青少年総合センターの「子どもゆめ基金」について，関係機関，関係団体等への周知を図るよ
う努めること。 




                平成14年３月29日，13文科生第1112号              
                附属学校を置く各国立大学長，各国公私立高等専門学校長，国立  
                久里浜養護学校長，各都道府県教育委員会，各都道府県知事あて  























                       平成14年３月28日，社援発第0328001号       
                       各都道府県知事，指定都市市長，中核市市長あて  
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28 青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について 
 
                                    平成14年７月29日  


















































































































































 (1) 奉仕活動・体験活動の概念 
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   しかしながら，用語の厳密な定義やその相違などに拘泥することの意義は乏しいと考える。 












   また，特に初等中等教育段階での青少年の活動については，その成長段階において必要な体験を
して，社会性や豊かな人間性をはぐくむという教育的側面に着目し，社会，自然などに積極的にか
かわる様々な活動を幅広く「体験活動」としてとらえることとする。 
   これらを踏まえ，本報告では，社会全体で奨励していくべき幅広い活動の総体を「奉仕活動・体
験活動」と捉えたい。 
 
 (2) 無償性の取扱い 
   国民にとって「奉仕活動」を身近なものとしてとらえる観点から，活動にかかわる無償性や自発
性の問題については，次のようにとらえることが適当と考えられる。 








 (3) 自発性の取り扱い 





 (4) 日常性 
   「奉仕活動」を特別な人が行う特別な活動ではなく，新たな「公共」のための幅広い活動として
とらえることにより，日常的に参加できる活動として無理なく定着させていく必要がある。「奉仕活
動」を行う立場と受ける立場は固定したものではなく，活動の内容に応じて，常に替わるものであ






















  （例）震災・風水害被害復旧支援，災害ボランティア，消防団活動，防災 等 
 ７．地域安全活動 
  （例）防犯，街灯の設置・点検，安全の維持 等 
 ８．人権の擁護又は平和の推進を図る活動 


























 (1) 国民の活動，意識の現状 
   全国で活動するボランティアは700万人を超えており，環境保護や社会福祉，国際交流等幅広い分
野にわたっている。 
   平成10年の特定非営利活動法人（ＮＰＯ）法の制定により，ＮＰＯ法人の活動を支援する基本的
枠組みができ，ＮＰＯ法に基づき法人格を取得した団体が7,439団体（平成14年７月）になる等，非
営利の活動が多様な場面で継続的に行われる機会が増大している。 
   ただ，アメリカやイギリスに比較すると我が国のボランティア活動参加率は低く，特に30代前半
の若い世代で低いという特徴がある。（「国民生活白書」平成12年度） 







 (2) 青少年の活動，意識の現状 









   また，「学生のボランティア活動に関する調査報告書」内外学生センター（平成10年）では，大学
生がボランティア活動を始めるにあたっての障害要因について「大学の時間が忙しい」「情報不足」
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 (1) 学校における体験活動の充実のための取組 
   学校においては，地域における活動との連携と適切な役割分担を図りながら，奉仕活動・体験活
動を学校の教育計画に適切に位置付けて実施する必要がある。その際，学校において次のことに配
慮することが重要である。 
  1) 学校としての体制作り 







  2) 教職員の意識・能力の向上 





























































  3) 活動実施上の配慮 
    体験活動を学校の教育活動として実施する場合，以下の点への配慮が求められる。 
   ◇教育活動全体を通じた体験活動の充実 












   ◇興味・関心を引き出し，自発性を高める工夫 
     子どもの興味・関心を引き出し，自発性を育てる工夫として，例えば，(a)発達段階や活動の
内容に応じ，活動の企画段階から子どもを参加させたり，(b)子どもが選択できるよう多様な
活動の場を用意することも考えられる。 
   ◇事前指導・事後指導 




   ◇活動の円滑な実施のための配慮 
     活動を効果的かつ安全に行うために必要な知識・技能やマナー等の習得のための事前指導が
必要である。また，活動内容によってはあらかじめ実地調査による点検等を行う必要がある。 
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   ◇活動の適切な評価 







   ◇事故発生時の備え 




  4) 教育委員会の役割 
   ◇学校での取組の推進・支援 





   ◇教職員の意識・能力の向上 
     教育委員会においては，教職員の資質能力の向上のため，地域のボランティア推進団体等の
協力も得ながら，次のような取組を行うことが考えられる。 
    ・教職員の初任者研修を始め各種研修においてボランティア講座や体験活動等の機会を設ける
（初任者研修においては，奉仕体験活動，自然体験活動に関する指導力の向上を重視する）。 
    ・活動の企画や指導などの中心となる教職員を養成するために，地域のボランティア推進団体
等が実施するコーディネーターや指導者の養成講座等への参加を研修に位置付ける，ボラン
ティアセンター，ＮＰＯ等での長期社会体験研修を実施する。 
     また，以下のような取組を行うことが考えられる。 
    ・夏休み等の長期休業期間など，授業がない期間を利用して，教職員に奉仕活動・体験活動等
も含めた研修の実施や機会の提供を図る。 
    ・児童生徒の受入れ先となる施設や団体等で教職員の研修を行う等により，学校と受入施設や
団体等との連携を深めるとともに，受入先の施設や団体等の実情を学ぶことにより，教職員
の連絡調整能力を高める。 
     また，教育委員会においては，教員養成大学等と連携し教員を志望する学生を教育支援ボラ




 (2) 青少年の学校及び地域における奉仕活動・体験活動の促進のための取組 




   このため，これらの活動の推進を図るために，以下のような体制等を整備していく必要がある。 
  1) 学校及び地域の連携の在り方 
    学校の教育活動と地域の活動のそれぞれの特性を生かすとともに，相互の有機的な連携が求め
られる。 
    このため，特に市町村レベルにおいては，教育委員会が中心となり，あるいは主唱して，地域
のボランティア推進団体や，福祉，農林水産，商工などの関連行政部局が密接に連携し，後述の
支援センターなどの推進体制を整備することが重要である。 
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  2) 地域における活動の促進 









    また，企業においても，社会を担う主要な構成員として，学校や地域における様々な体験活動
に対する施設の開放や，社員の指導者としての派遣，青少年の受入れなど，青少年の体験活動に
対する積極的協力を求めたい。 
















 (3) 国等において取り組むべき方策 
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  1) 奉仕活動・体験活動の実施状況の全国調査 
    現状においては，青少年の奉仕活動・体験活動が必ずしも十分行われていない状況にかんがみ，
学校内外を通じた青少年の活動の全国的な実施状況調査を実施し，その結果を分析・公表し，各
学校及び地域での取組を促す。 
  2) 学校内外を通じた活動の目標の検討 
    活動の実施状況や支援体制の整備の進展状況等を見極めた上で，今後，青少年が高等学校卒業
段階までに学校や地域を通じて行うことが期待される活動の目標を検討する。 
  3) ボランティア活動等と関連付けた大学入試の推進 

























  1) 大学等による奨励・支援 
   ① 教育活動としての取組 
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デルカリキュラムや教材等を共同開発することも適当である。 




    ｳ) こうした取組に当たっては，特定教員のみならず全学的に教職員の啓発を図り大学全体で
進めることが求められる。 
   ② 学生の自主的活動に対する奨励・支援策 
     大学等においては，学生の自主的な活動に対する奨励・支援策として以下のような取組を検
討することが望ましい。 
    ｱ) 学生に対する学内のボランティア活動等の機会の提供 




    ｲ) 学生に対する支援体制の充実 
      地域のボランティアセンター，学生関係団体等とも連携しつつ，大学内において，以下の
ような支援体制を整備する。 
     a) 学生部等に情報提供，相談窓口の開設 
     b) 大学等のボランティアセンターの開設（専任職員，学生ボランティアの配置） 
      （センターにおいては，(a)学生のボランティア活動等に関する情報収集・提供，(b)学生
向けプログラムの開発，場の開拓，(c)ボランティア養成講座等の開催等の事業を行う
ことが想定される。） 
    ｳ) 学生が活動を行いやすい環境の整備 
      セメスター制度（注３），ボランティア休学制度（休学期間中の授業料の不徴収，在籍年数
制限からの除外等）の実施，９月入学の促進，いわゆるギャップイヤー（注４）など学生が
長期的な活動を行いやすい環境を整備する。 
    ｴ) ボランティア活動等に関する啓発 
      地域のボランティア推進団体等との連携協力によるボランティア活動等に関する解説書の
作成，ボランティアセミナー等の開催，入学時における学生に対する説明会などの啓発を行
う。 
  2) 国等による奨励・支援 
    上記のような大学等及び学生の取組を奨励・支援するため，例えば，以下のような取組が検討
されることが望ましい。 
   ① 大学等に対する国等の奨励・支援 
    ・ボランティア教育や活動を積極的に推進する大学等に対する支援を行う（例：ボランティア
関係カリキュラムやサービス・ラーニング科目の開発に対する支援等）とともに，学生関係
団体による学生ボランティアに関する解説書の作成・配布を支援する。 
    ・さらに，今後，大学等の評価において，ボランティア等に係る教育の取組や学生の自主的ボ
ランティア活動等への支援等を評価指標の一つとして適切に位置付けることも検討すること
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が期待される。 
   ② 就職の際に評価 
    ・関係府省と経済団体等が連携協力し，公務員や民間企業の採用に当たって学生のボランティ
ア活動等を通じて得られた経験，能力等を一層重視することを明確にする。 












   社会人の幅広いボランティア活動等を奨励・支援するため，国，地方公共団体，企業等において
は，職員や社員が気軽に参加できる職場環境作り，柔軟な勤務形態の導入など社会人が参加しやす
い環境の整備が期待される。 
   また，企業や労働組合などにおいては，社会の主要な構成者としての役割や社会的責任を踏まえ，
自らがボランティア活動等に対する支援を行うことや，社員が活動を行うことに対する積極的な支
援を期待したい。 
  1) 企業の社会的役割 




  2) 社員が気軽に活動に参加できる職場環境の整備等 





   ◇企業等のボランティア活動等に対する奨励・支援 
     さらに，企業や労働組合等が社員のボランティア活動や地域の活動を支援するため，次のよ
うな取組を行うことが期待される。 
    ・ボランティア推進団体等との協力による社員向けボランティアセミナー等の開催 
    ・社員が属している活動団体への助成，社員が活動支援のために団体に寄附する際に企業等が
一定の上乗せをするなどの支援の拡大 
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    ・地域社会の一員としての企業や労働組合等の社会貢献活動の推進（例：地域の清掃活動，寄
附，献血等の呼び掛け等） 
    ・地域や学校での青少年の体験活動等への協力（例：施設の開放，社員を指導者として派遣，
青少年の受入れ等） 
   ◇国等の奨励・支援 
     こうした企業等の取組や社会人のボランティア活動を奨励・支援するために，国等において
は，以下のような取組の一層の充実が望ましい。 
    ・ボランティア推進団体，経営者団体，ＮＰＯ等の連携による社会人に適したボランティア活
動等の機会の提供 
    ・社員のボランティア活動等を支援する企業等の支援方策やその導入に当たっての取組などの
事例紹介などの情報提供 等 
  3) 公務員・教職員のボランテイア活動等の奨励 




    公務員や教職員が自発的にボランティア活動を行うことができる機会を整備するため，特に以
下のような取組を検討することが望ましい。 
   ｱ) 公務員 
    ○公務員の自主的な奉仕活動を支援 
     ・ボランティアに関するセミナーの開催，事例集の作成等による啓発の充実 
     ・現行のボランティア休暇制度（国家公務員）の一層の活用・促進に努める。 
    ○公務員の研修の一環としての体験研修 
     ・一定期間介護等を実地に体験することを研修カリキュラムに位置付ける 
   ｲ) 教職員 
    ○初任者研修等教員の研修のプログラムとしてボランティア活動等を積極的に導入 
    ○教職員生涯福祉関係団体等によるボランティア活動等に係る啓発の一層の充実 
    さらに，関係行政機関が，ボランティア推進団体等と連携協力し，公務員や教職員の専門性を
生かした活動のプログラムの開発についても検討することが適当である。 
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  1) 青年・社会人向け長期参加プログラム 
















  2) 身近に参加できる魅力あるプログラムの開発 
    活動を行う主体や，活動分野などそれぞれの特性を踏まえつつ，参加者の能力や経験，興味や
関心に応じて身近に参加できるように多彩な活動の機会が用意される必要がある。 











   ① 公共施設等におけるボランティアの受入れの促進 
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に資する面も大きい。 
     このため，公共施設等においては，ボランティアの受け入れ・活用を組み込んだ事業の運営，
施設の担当者の指定，ボランティア及び職員双方への研修など受入れに必要な環境整備を行う
ことを求めたい。 
     さらに，特別非常勤講師制度，スポーツや文化の指導者派遣制度など学校教育への社会人の
活用のための施策の一層の充実を図る必要がある。 
   ② 個人一般に対する奨励・支援 














   ③ ボランティア団体・ＮＰＯ等への援助 





    ・幅広く民間企業の協力を得て商品にポイントを付加し，売上げに伴うポイント数に応じて企
業から団体に寄附するもの 
    ・カード会社，航空会社等の協力を得て，クレジットカードやマイレージカードのポイントを
ボランティア活動の財源として寄附できるようにするもの 
  3) 国際ボランティアの裾野（すその）の拡大 





    今後，国際的なボランティアの裾野（すその）を拡大していくために，国の関係行政機関，国
際協力事業団，学校関係者，ＮＧＯなど関係団体等が連携協力し，次のような方策について検討
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することが望ましい。 
   ① 大学等における国際ボランティアの養成及び大学関係者の積極的参加のための取組の充実 








   ② 国際ボランティアに対する協力 
     シニアを含め，海外ボランティアの一層の拡充を図るため，国際協力事業団やＮＧＯなどの
団体が地域で行う海外ボランティアのシニア海外ボランティアの募集や説明会の開催等に協
力するなど，連携協力を図る。 
   ③ 学校教育における裾野（すその）の拡充 




















 (1) 奉仕活動・体験活動を支援する仕組みづくり 
  1) 協議会・センターの設置 
    特に学校内外での青少年の奉仕活動・体験活動の円滑な実施のためには，国，都道府県，市区
町村のそれぞれのレベルで，ボランティア推進団体，学校，関係行政機関をはじめ関係者による










    なお，協議会については，関係する行政部局が多く，広く関係団体等の協力を得ることが必要
であるため，ネットワーク作りなど行政が一定の役割を果たすことが適当である。 

























  2) 国及び地方を通じた情報システムの構築 
    だれもがいつでも容易に必要な情報を得ることができるシステムが求められる。 



























































































































 (2) 地域ネットワークの形成 































 (3) コーディネーターの養成・確保 
  1) コーディネーターに期待される役割 









  2) 養成・確保 



























































 (4) 行政機関におけるボランティア活動や体験活動を担当する部局の設置・明確化等 


















 (1) 奉仕活動・体験活動に対する社会的気運の醸成 
  1) 奉仕活動・体験活動の魅力をアピールする取組の実施 
    奉仕活動等に対する社会的気運を醸成するため，関係機関等が連携協力し，例えば，以下の取
組について検討することが適当である。 
   ○「ボランティア活動推進月間」などを設けて，関係府省，民間団体等が協力して奉仕活動等に
対する国民的な啓発運動を実施 
   ○奉仕活動・体験活動の全国的な概況をまとめた年次報告書等の作成 
   ○国民の関心を引き付ける広報・啓発の実施 
    ・奉仕活動等を自ら実践している各界の著名人が集まり，その意義を国民に対し働き掛ける活
動等の実施 
    ・テレビ等の媒体を通じ活動への参加が若者にふさわしいライフスタイルとしての印象を与え
るような工夫 
   ○地域の未経験者の参加者を促す工夫 
    ・例えば，地域でのボランティア活動経験者に「語りべ」となってもらい，地域で友人や仲間
に参加の喜びや感動を伝えて一緒に活動に参加する 
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    ・地域における行事などの身近な活動に家族一緒に参加するように呼び掛けを行う 
  2) 活動の顕彰 




   ○活動に携わるあらゆる人や団体が対象となる工夫 
    ・例えば，青少年の奉仕活動等に対する顕彰など既存の表彰・顕彰の対象となりにくい者に対
する新たな制度の創設，既存の表彰・顕彰の実施の工夫による対象者の拡大 
   ○国民の関心を集める顕彰の工夫 




 (2) 企業等の取組を促す方策 
   奉仕活動・体験活動を社会的に定着させるためには，(a)青少年の体験活動への協力，(b)ボラン
ティア団体等への支援，(c)社員のボランティア活動等への支援など企業等の取組が果たす役割が大
きい。このため，以下のような方策についても検討する必要がある。 
  1) 積極的に取り組む企業の社会的奨励 
   ・奉仕活動・体験活動を積極的に支援する企業を，例えば，「ボランティア活動支援企業（仮称）」
のような形で広く公表する方策の検討 
  2) 関係府省と経済団体等との連携 






















       平成17年９月27日 17文科生第354号 





















































 ２ 防犯ボランティア活動等の支援 
  ③ 大学生や企業人等の防犯ボランティア活動への参加促進 
    地域社会における防犯ボランティア活動の担い手の拡大を目指し，地域におけるボランティア
活動促進のための多彩なプログラム開発を行う「地域ボランティア活動推進事業」の一環として，
大学生，企業人を含む地域住民全体を対象とした防犯ボランティア活動への参加を促進する。 
  ⑥ 公民館等を活用した防犯教育，防犯活動等の推進 
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30 これからの図書館像～地域を支える情報拠点をめざして～ 
  （抄） 
 
                                   平 成 1 8 年 ３ 月  
                                   これからの図書館の  













第２章 提 案 
 
これからの図書館の在り方 
 (6) 児童・青少年サービスの充実 
   子どもの読書離れを防ぎ，子どもの読書を盛んにするため，学校との連携を図りつつ，図書館の
児童サービスを充実することが必要である。（略） 
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       平成23年4月1日 23文科高第7号 
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33 今後の青少年の体験活動の推進について（答申） 
平成 25 年１月 21 日 






























































2 国立・公立の青少年教育施設は，平成 14 年：746 施設，平成 17 年：719 施設，平成 20 年：544 施設，
平成 23 年：471 施設と，9 年間で約 35％にあたる 275 施設が減少している。（出典：文部科学省「社会
教育調査」（平成 23 年度は中間報告）及び文部科学省調べ） 
3 社会教育主事は，都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に置かれる専門的職員で，社会教育を行
う者に対する専門的技術的な助言・指導にあたる役割を担う。年々減少しており，平成 23 年度は 2,521
人である。（平成８年度は，6,796 人）（出典：文部科学省「社会教育調査」（平成 23 年度は中間報告）
及び文部科学省調べ） 











































































                                                  
4 中央教育審議会答申「次代を担う自立した青少年の育成に向けて」（平成 19 年１月 30 日） 























                                                  
5 独立行政法人国立青少年教育振興機構「子どもの体験活動の実態に関する調査研究」報告書－子ども
の頃の体験は，その後の人生に影響する－（平成 22 年 10 月 14 日） 



































                                                  
6 中央教育審議会答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」（平成 23 年１
月 31 日） 























































                                                  
7 独立行政法人国立青少年教育振興機構「子どもの体験活動の実態に関する調査研究」報告書－子ども
の頃の体験は，その後の人生に影響する－（平成 22 年 10 月 14 日） 
























































































































育成する大学へ～」用語集（平成 24 年８月 24 日）） 













  ・基礎体力領域（510時間：必修110時間，選択400時間） 
  ＜選択分野＞行政連携事業，社会教育施設での体験，各種団体での体験等 
  ・学校教育体験領域（340時間：教育実習等） 









































































































































































































 ○Physical Recreation（運動系レクリエーション） 
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（国立青少年教育施設の役割） 




































 平成 23 年度においては，運営協議会の委員の得意分野を活かしながら，教育事業，広報，財務・施
                                                  
9 「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定） 















































































                                                  
10 「学校安全の推進に関する計画」（平成 24 年４月 27 日閣議決定）において，国は「防災キャンプ推
進事業」の実施と成果の普及に努めることとされている。 


































     国立磐梯青少年交流の家（福島県），国立那須甲子青少年自然の家（福島県） 
     国立妙高青少年自然の家（新潟県） 
     国立オリンピック記念青少年総合センター（東京都） 
実施回数・参加者数：平成23年７月～平成24年８月 
（平成24年８月時点）６施設合計で87回実施（計約9,700名が参加） 
          ※平成24年８月以降も引き続き同様の事業を実施している。 
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対象：被災３県の子ども等 
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るとともに，他国を尊重し，国際社会の平和と発展に寄与する人材の育成に資するものである11。























                                                  
11 第 22 回世界スカウトジャンボリ （ー22 WSJ）調査報告書－国際的な集団野外生活が青少年に与える
影響－（平成 24 年３月 10 日） 
12 第 23 回世界スカウトジャンボリーの実施については，平成 23 年 12 月 16 日に「関係行政機関は必
要な協力を行うものとする」との閣議了解が行われている。 
13 「グローバル人材育成戦略」（グローバル人材育成推進会議「審議まとめ」）（平成 24 年６月４日） 































   家庭・地域における日常生活の場面から学校教育の場や企業活動などあらゆる場面において，大
人が青少年にきっかけを与え，様々なプログラムの提供ができるよう積極的に展開していかなけれ
ばならない。 
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34 新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた 
  学校と地域の連携･協働の在り方と今後の推進方策について（答申） 
 
平成 27 年 12 月 21日 










































































                                                  
1 子供たちが将来就くことになる職業の在り方についても，技術革新等の影響により大きく変化することになると予測さ
れている。子供たちの 65％は将来，今は存在していない職業に就く（キャシー・デビッドソン氏（ニューヨーク市立大
学大学院センター教授），2011）との予測や，今後 10 年～20 年程度で半数近くの仕事が自動化される可能性が高い（マ
イケル・オズボーン氏（オックスフォード大学准教授），2013）などの予測がある。また，2045 年には人工知能が人類を
越える「シンギュラリティ」に到達するという指摘もある。 






































































                                                  
2 平成 12 年に学校教育法施行規則の改正により設けられた制度で，校長の求めに応じ，当該学校の職員以外の者で教育
に関する理解及び識見を有する者が学校運営に関して意見を述べることができる仕組み。 
3 平成 16 年に地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正により設けられた制度で，地域住民や保護者等が学校運
営に参画する仕組み。 
4 平成 19 年に学校教育法及び同法施行規則の改正により設けられた制度で，地域住民や保護者等の学校関係者が，自己
評価の客観性・透明性を高めるとともに，学校・家庭・地域が学校の現状と課題について共通理解を深めて相互の連携を
促し，学校運営の改善への協力を促進することを目的として行うものとして，学校に対し努力義務が課されている。 
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（チームとしての学校の在り方の検討） 
  従来よりも複雑化・多様化している学校の課題に対応し，学校全体の総合力を一層高

































                                                  
6 「子供の発達や学習者の意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築について」 
7 「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学者選抜の一体的改革について」 





  平成 27 年４月，教育委員会制度改革を柱とする「地方教育行政の組織及び運営に関す




























                                                  














































































１．これからの学校と地域の目指すべき連携・協働の姿   
（１）地域とともにある学校への転換 
 社会総掛かりでの教育の実現を図る上で，学校は，地域社会の中でその役割を果たし，






































                                                  




もにある学校づくりの推進方策～」（平成 23 年７月 学校運営の改善の在り方等に関する調査研究協力者会議） 
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第２章 これからのコミュニティ・スクールの在り方と総合的な推進方策について 





























































































































































                                                  
16 学校運営協議会がその運営に関して協議する学校として，教育委員会が指定する学校をいう（地教行法第 47 条の５第
１項）。  
17 「今後の学校の管理運営の在り方について」（平成 16 年３月４日中央教育審議会答申）参照 














































































                                                  
20 県費負担教職員については，都道府県教育委員会は，市町村教育委員会の内申をまって，任免その他の進退を行うも
のとされている（地教行法第 38 条）。 
21 平成 26 年６月に地方公務員法が改正され，人事評価制度が導入される予定であり（平成 28 年４月施行予定），改正後
の同法第 23 条では，人事評価制度を任用，給与，分限その他の人事管理の基礎とする旨が規定されている。 
22 当該教職員が在籍する学校の校長は，所属の職員の任免その他の進退に関する意見を当該市町村の教育委員会に申し
出ることができることとされている（地教行法第 39 条）。 

























































































































                                                  
25 学校教育法第 37 条第４項において，「校長は，校務をつかさどり，所属職員を監督する」ものとされている。 















































































ニティ・スクールを核とした地域とともにある学校づくりの一層の推進に向けて」（平成 27 年３月 コミュニティ・スク
ールの推進等に関する調査研究協力者会議）参照）。 




















































































































                                                  
28 学校教育法第 74 条に基づき，特別支援学校は小・中学校等や保護者に対し，障害のある児童生徒等の教育についての
助言又は援助を行う。平成 17 年 12 月の中央教育審議会答申で示されたセンター的機能の例示は以下のとおり。ア 小中
学校等の教員への支援機能，イ 特別支援教育に関する相談・情報提供機能，ウ 障害のある幼児児童生徒への指導・支援
機能，エ 福祉，医療，労働などの関係機関等との連絡・調整機能，オ 小・中学校等の教員に対する研修協力機能，カ 障
害のある幼児児童生徒への施設設備等の提供機能。 






















































































































































                                                  
29 本答申 p.10 に記載の視点 

















































































































                                                  
30 本答申で言う「マネジメント力」とは，学校の有している能力・資源を最大限生かし，学校に関与する人たちのニー
ズに適応させながら，学校教育目標を達成していく力を指す。地域とともにある学校としてのマネジメント力とは，目指




































                                                                                                                                                                     
すべきビジョンの達成に向かって，学校内の組織運営を管理することにとどまらず，地域との関係を構築し，地域の人材
や資源等を生かした学校運営を行っていく力を指す。 





















































































































































                                                  
32 ＣＳは，Community School の略。 




































                                                  
33 「コミュニティ・スクール導入等促進事業」において，国が 1/3 を補助。2/3 の地方負担部分については，地方財政措
置されている。 




































                                                  
34 コミュニティ・スクールを導入しようとする教育委員会や学校等に対して，継続的できめ細かな支援・助言を行う推
進員。コミュニティ・スクールの導入や実践経験のある元校長や教育長，学校運営協議会の委員等に委嘱。 


















































































































































































・ 平成 14 年度から，学校週５日制の完全実施と併せて実施された，学習指導要領で，
生涯学習の基礎ともなる「生きる力」の育成が必要とされた35。 
・ 同じく，平成 14 年度から「新子どもプラン36」が実施され，関係府省の協力の下で，
子供たちの体験活動の充実に資する各種施策が推進されてきた。 
・ 平成 18 年には，教育基本法が戦後初めて改正され，学校，家庭及び地域住民等の相
                                                  




36 平成 11～13 年度まで「全国子どもプラン」として，家庭や地域では，豊富な生活体験，社会奉仕体験，自然体験等を
経験させ，子供たちに豊かな心やたくましさ等の「生きる力」を育むため，地域で子供を育てる環境を整備することとし
て，関係府省の協力の下で，子供たちの体験活動の充実に資する各種施策が推進されてきた。 
－  － 296
互の連携協力の重要性がうたわれた37。 




・ 平成 20 年には，平成 18 年の教育基本法の改正を受け，社会教育法が改正され，放
課後子供教室や学校支援地域本部の活動を念頭に置いて関係規定が新設された。 
・ これを受け，平成 20 年度からは，地域住民等の参画により，学校の教育活動を支援
する仕組みであり，地域が学校と連携するための活動体としての「学校支援地域本部」
が推進されてきた。 




・ 平成 26 年度からは，子供たちが多様な技能や経験を持つ多くの社会人と出会う機会
を作っていくことが重要との考え方から，地域の人材や企業・団体・大学等と連携し
た土曜日の教育活動が推進されている。 





  平成 27 年度，地域が学校と連携して行う様々な活動としては，学校支援活動を行って
いる学校支援地域本部が，公立小・中学校のうち約 9,600 校で実施，放課後等に地域住
民等の参画により，子供たちに学習支援や様々な体験活動の機会を提供する放課後子供
                                                  
37 近年，法令面において，地域における学校との連携・協働に関する規定が整備されてきた。平成 18 年の教育基本法改






































































































                                                  
43 「学校支援地域本部事業」は，平成 20 年度から国の委託事業として取組を開始。平成 21 年度からは，国と地方公共
団体の分担による補助事業（「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」）における取組の一つとして実施されている。 













































































                                                  
44 第２期教育振興基本計画（平成 25 年６月閣議決定）において，学校支援地域本部や放課後子供教室等の取組など「保
護者はもとより，地域住民の参画により子供たちの学びを支援するための体制」を平成 29 年度までに全国に整備するこ
ととなっている。 
















  ②多様な活動（より多くの地域住民の参画による多様な地域学校協働活動の実施） 
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  文部科学省生涯学習政策局参事官（連携推進・地域政策担当）付企画係 
  電話：03-5253-4111（内線3406） 
（厚生労働省の施策関係） 
  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室生活支援係 
  電話：03-5253-1111（内線7892） 





































































  文部科学省生涯学習政策局参事官（連携推進・地域政策担当）付企画係 
  電話：03-5253-4111（内線3406） 
（厚生労働省の施策関係） 
  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室生活支援係 
  電話：03-5253-1111（内線7892） 
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－  － 352
２ 学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業 
 
（前年度予算額 1,195,727 千円） 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































－  － 358
４．予算の推移 
                 （千円） 
 年度2122232425  予算額－－－－206,776 
 
５．所要経費 
（１）支援プログラムの選定・評価・検証   8,810千円（  9,695千円） 
 ①事前調査等   5,545千円（  5,906千円） 
 ②支援プログラム選定委員会     671千円（    687千円） 




  ５テーマ×７地域×＠1,033千円（＠1,300千円）  36,155千円（195,000千円） 
【継続採択分】 
  ５テーマ×20地域×@   852千円（＠    0千円）  85,200千円（      0千円） 
 
（３）支援プログラムの周知・広報   3,098千円（  2,081千円） 
本省経費     320千円（  2,081千円） 
成果発表，研究協議実施（委託経費）   2,778千円（      0千円） 
 
                       計 133,263千円（206,776千円） 
 
 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 (1) 奉仕活動・体験活動に対する社会的気運の醸成 
  2) 活動の顕彰 




   ○ 活動に携わるあらゆる人や団体が対象となる工夫 
    ・例えば，青少年の奉仕活動等に対する顕彰など既存の表彰・顕彰の対象となりにくい者に対
する新たな制度の創設，既存の表彰・顕彰の実施の工夫による対象者の拡大 
   ○ 国民の関心を集める顕彰の工夫 





  （授与対象：自ら進んで社会に奉仕する活動に従事し徳行顕著なる方） 
 
・栄典制度の在り方に関する懇談会報告書（平成13年10月29日） 
 (5) 緑綬褒章 
   緑綬褒章は「孝子など徳行卓絶な者」に対し授与されることとされており，表彰されるべき事績
の生じた都度各省庁から推薦されることになっているものの，昭和30年代以降は受章例がない状態
となっている。 
   しかしながら，緑綬褒章のように人の徳義を称える栄典こそ現代において積極的に活用すること
が望ましい。そこで，従来の緑綬褒章の対象を見直し，さまざまな分野におけるボランティアの活
動などで顕著な実績のある個人や団体に授与することとすべきである。 
 －  － 364
・栄典制度の改革について（閣議決定，平成14年８月７日） 
 ２ 褒章について 
   褒章については，社会の各分野における優れた事績，行いを顕彰するものとして，年齢にとらわ
れることなく速やかに顕彰することを基本とし，次に掲げるような運用の改革を進め，積極的に活
用する。 
  ① 従来運用されていない緑綬褒章をボランティア活動などで顕著な実績のある個人等に授与する。 
 
 ４ 実施時期 
   勲章及び褒章の改革については，平成15年秋の叙勲及び褒章を目途に実施する。 
 
  ※ 平成16年春の褒章では，半世紀ぶりに緑綬褒章が26名に授与された。 




昭和59年９月１日     文部大臣裁定 
                                    最近改定 
平成24年５月31日 




























































































































































 －  － 369
４ 推薦人数 
表彰要項４（３）の推薦人数は以下のとおりとする。 
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   ボランティアの最大公約数的な要素として次の２点を考えている。 
    ① 自発性：自らの意思に基づいて行動する。 
    ② 貢献性：（社会の一員として）他の人々や社会の福利を向上させる。 
   なお，活動は基本的に無対価であり，自らの経済的利益を求めることが中心的な動機にはならない。 
 
○ 広辞苑 
  ボランティア【volunteer】 
  （義勇兵の意）志願者。奉仕者。自ら進んで社会事業などに無償で参加する人。  
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３ 世界ボランティア宣言 
 













































































































                 平成19年３月 文部科学省委託 



































ている。Ｋ-12および大学生を対象としたLearn and Serve America Grant 
Program，18歳以上の若者を対象としたVolunteers in Service to America
（VISTA），AmeriCorps*NCCC（National Civilian Community Corps），
AmeriCorps*State and National Programs，55歳以上の退職者を対象とした
Retired Senior Volunteer Program（RSVP），60歳以上の低所得高齢者を対象と
したFoster Grandparent Program，Senior Companion Programがある。 
































































 (3) ドイツ 
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２ 国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター 
  「平成18年度 ボランティア活動に関する調査研究報告書」（抄） 
 
第２節 調査の結果  
 
１ ボランティア活動の実施状況 








































































































































































































































































































































































































































































































































































 【図２－11－１ ボランティア活動の意向（現在はして  【図２－11－２ ボランティア活動の意向（全くした 
  いないが，以前したことがあると答えた人）】      ことはないと答えた人）】 




































































































































































0 10 20 30 40 50 60
地域のゴミ拾い等の環境美化、リサイクル活動、野生生物・植物等の
保護活動など                                                   
町内会や自治会などの手伝い、まちづくりなどの活動
地域の伝統芸能・伝統行事、祭り、スポーツやレクリエーションの指
導等の活動など                                                 
お年寄りや障害のある人に対する介護、難病の克服を支援する活動、

























































































































































































































































































































































































































































159 539 1,168 1,444 1,555 1,584 1,643 1,625 1,625
10 22 345 384 403 391 390 380 380
59 83 290 352 372 357 371 372 372
168 328 478 521 556 574 554 509 509
77 160 306 348 346 367 395 373 373
13 107 392 461 451 440 457 438 438
84 166 318 378 394 391 432 435 435
1,407 2,290 3,214 3,526 3,785 3,871 3,711 3,982 3,982
294 489 752 849 887 929 945 860 960
137 479 625 942 1,339 1,360 1,392 1,290 1,290
212 531 581 687 752 757 800 768 768
554 2,041 3,773 4,390 4,747 4,996 5,205 5,633 5,633
433 1,018 1,404 1,761 1,859 2,047 2,219 2,270 2,270
401 1,229 1,800 2,162 2,450 2,823 3,011 3,277 3,277
68 166 324 801 814 812 829 855 855
25 82 150 234 288 307 312 322 322
22 214 553 677 686 688 705 642 642
384 519 601 716 754 777 783 819 819
124 263 521 557 576 577 602 617 617
154 310 449 492 503 508 515 514 514
136 175 417 439 447 451 453 440 440
93 195 611 655 713 1,082 1,208 1,210 1,210
522 765 1,691 1,905 1,989 2,134 2,229 2,318 2,318
85 194 287 345 485 528 569 582 582
80 117 159 191 198 206 222 265 265
70 161 509 575 591 618 635 859 859
127 1,229 1,386 1,466 1,525 1,596 1,636 1,761 1,761
246 1,231 1,909 2,319 2,351 2,351 2,360 2,389 2,389
157 500 618 708 663 625 666 692 692
70 122 167 177 173 179 188 216 216
9 130 175 193 194 200 203 203 203
71 144 210 329 340 351 369 370 370
373 546 634 720 640 685 721 1,316 1,316
399 628 739 788 829 831 825 825 825
110 195 378 414 418 417 420 431 431
60 83 142 243 230 217 408 414 414
27 65 176 219 233 229 225 240 240
24 170 346 467 479 450 468 469 469
13 30 161 192 224 229 280 299 299
116 494 858 921 1,131 1,507 1,725 1,675 1,675
59 144 174 190 217 227 225 269 269
35 82 349 416 440 444 450 467 467
88 242 368 491 589 618 644 646 646
120 195 260 298 307 319 335 374 374
11 142 202 285 309 315 329 333 333
62 218 515 613 710 772 781 802 802
131 282 446 533 596 625 663 727 727












































H21.12.31 H22.12.31 H23.12.31 H24.12.31
計
































































































































































































































（択一）                                         ＊小数第１位四捨五入のため，合計が100％とならない場合もある。 
  






































































































































































































































（択一）                                         ＊小数第１位四捨五入のため，合計が100％とならない場合もある。 
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（択一）                                         ＊小数第１位四捨五入のため，合計が100％とならない場合もある。 
  































－  － 442
図 29 寄付を行う動機（世代別） 
 
 








 @202  @202
47県 47県
 @1,626  @1,626
24県 47県 47県 47県 47県 47県 47県 47県
 @2,172  @2,172  @3,586  @3,586  @3,586  @3,586  @3,586  @3,227
47県 47県 47県
 @2,292  @3,027  @1,200
５カ所 ５カ所 ５カ所 ５カ所 ２カ所
 @1,505  @1,507  @1,507  @1,509  @1,511
１カ所 １カ所 １カ所 １カ所 １カ所
 @6,092  @6,097  @6,102  @6,107  @6,110
１カ所 １カ所




 @5,132  @3,483
20カ所 20カ所
 @2,082  @2,092
47県 47県 47県
 @1,560  @1,604  @1,600
1,100市 1,700市 1,700市
 @638  @567  @504
１分野 ３分野 １分野
 @42,122  @990  @987
運営協議会 705地域 705地域 705地域











































































































































































































































































































































































－  － 444
７ 社会教育施設におけるボランティア活動の状況 
（施設，人） 
区      分 計 






















登 録 者 数 （ 計 ）     
 平成８年度 536,509 231,003 35,926 15,953 23,923 39,635 12,876 114,474 38,341 24,378 ･･･
 平成11年度 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･
 平成14年度 529,129 256,645 59,357 22,422 40,251 15,923 6,439 69,726 32,401 25,965 ･･･
 平成17年度 589,866 289,712 70,776 27,607 49,136 16,929 23,270 60,394 29,477 22,565 ･･･
 平成20年度 606,515 249,604 98,431 29,602 45,986 22,763 9,982 83,747 24,229 29,418 12,753
 平成23年度 510,099 188,531 87,692 32,964 36,263 22,249 9,998 68,559 22,359 25,211 16,283
う ち 女 性 登 録 者     
 平成20年度 381,727 162,789 85,709 18,034 22,140 12,749 9,553 35,047 10,124 18,194 7,388
 施設数に占める割合 62.9％ 65.2％ 87.1％ 60.9％ 48.1％ 56.0％ 95.7％ 41.8％ 41.8％ 61.8％ 57.9％
 平成23年度 324,907 123,168 80,452 19,676 17,390 12,539 9,408 27,832 9,296 15,568 9,578
 施設数に占める割合 63.7% 65.3% 91.8% 59.7% 48.0% 56.4% 94.1% 40.6% 41.6% 61.8% 58.8%
      
施 設 数 61,650 14,227 3,126 1,210 4,175 1,003 364 25,436 9,964 1,763 382
  (68,150) (16,566) (3,165) (1,248) (4,527) (1,129) (380) (27,709) (11,149) (1,893) (384)
      
うち登録制度のある施設数 7,902 2,336 2,192 490 818 311 127 608 490 404 126
  (8,277) (2,753) (2,110) (462) (769) (334) (123) (670) (498) (424) (134)
      
 施設数に占める割合 12.8% 16.4% 70.1% 40.5% 19.6% 31.0% 34.9% 2.4% 4.9% 22.9% 33.0%
  (12.1％) (16.6％) (66.7％) (37.0％) (17.0％) (29.6％) (32.4％) (2.4％) (4.5％) (22.4％) (34.9％)
      
団 体 登 録 制 度 
の あ る 施 設 数 
5,825 2,008 1,831 239 470 157 85 460 261 223 91
登 録 団 体 数 19,369 8,532 6,010 390 641 617 328 1,315 597 568 398
団体
 
登 録 者 数 412,207 174,120 69,905 16,712 21,949 14,358 7,962 61,329 17,994 17,287 10,591
             
個 人 登 録 制 度 
の あ る 施 設 数 3,128 603 922 278 380 196 54 194 247 198 56
個人
 登 録 者 数 97,892 14,411 17,777 16,252 14,314 7,891 2,036 7,230 4,365 7,924 5,692
 














 【 図書館 】 
  ２ 公立図書館における子どもの読書活動の推進のための取組 
   (1) 「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」の実践 
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都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村
レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル レ ベ ル
北 海 道 1 49 1 63 1 58 1 58 1 58 1 64 1 65 1 65 1 68 1 70 1 75 1 76
青 森 県 1 54 1 52 1 27 1 23 1 18 1 16 1 16 1 16 1 16 1 7 1 6 1 5
岩 手 県 1 29 1 25 1 21 1 17 1 14 1 11 1 10 1 7 1 5 1 5 1 3 1 3
宮 城 県 1 29 1 14 1 9 0 7 0 8 0 7 0 6 0 5 0 5 0 9 0 9 0 8
秋 田 県 1 28 1 33 1 25 1 15 1 11 1 13 1 12 1 9 1 9 1 8 1 7 1 6
山 形 県 5 23 10 21 9 14 9 16 9 14 9 14 9 13 9 13 9 13 9 13 9 13 9 13
福 島 県 8 57 8 90 8 89 8 79 8 77 8 76 8 75 8 75 8 68 8 69 8 69 8 63
茨 城 県 4 13 4 10 4 9 4 9 5 8 5 6 5 6 5 6 5 6 5 5 5 5 5 5
栃 木 県 9 13 9 9 9 9 9 8 9 7 9 8 9 7 8 8 8 8 8 9 8 10 8 11
群 馬 県 1 21 1 68 1 35 1 23 1 16 1 17 1 15 1 11 1 11 1 11 1 13 1 13
埼 玉 県 1 25 1 23 1 15 1 8 1 7 1 5 1 5 1 5 1 4 1 15 1 30 2 36
千 葉 県 1 17 1 15 1 15 1 12 1 10 1 9 1 9 1 6 1 5 1 4 1 8 1 9
東 京 都 1 18 1 18 1 16 1 13 1 13 1 13 1 11 1 10 1 10 1 10 0 10 0 11
神 奈 川 県 1 3 1 4 1 4 1 3 1 2 1 1 1 1 1 7 1 14 1 23 1 22 1 25
新 潟 県 1 44 1 40 1 28 1 26 1 25 1 26 1 25 1 20 1 18 1 17 1 16 1 15
山 梨 県 1 25 1 20 1 11 1 7 1 5 1 3 1 3 1 3 1 3 1 5 1 5 1 5
長 野 県 1 46 1 36 1 32 1 29 1 22 0 25 0 28 0 28 0 31 0 34 0 36 0 38
静 岡 県 1 25 1 35 1 29 1 29 1 32 1 27 1 23 1 22 1 22 1 20 1 20 1 19
富 山 県 1 35 1 36 1 21 1 13 1 13 1 13 1 13 1 13 1 13 1 14 1 14 1 14
石 川 県 1 17 1 21 1 17 1 19 1 19 1 20 1 22 1 23 1 23 1 23 1 24 1 23
福 井 県 5 35 5 34 0 18 0 9 0 6 0 5 0 2 0 2 0 2 0 3 1 3 1 3
岐 阜 県 1 53 1 63 1 32 1 24 1 20 1 19 1 24 1 26 1 28 1 29 1 29 1 29
愛 知 県 1 41 1 77 1 62 1 55 1 49 1 45 1 44 1 37 1 36 1 39 1 38 1 38
三 重 県 1 29 1 30 1 25 1 25 1 23 1 22 1 21 0 20 0 20 0 20 0 20 0 19
滋 賀 県 1 16 1 21 1 13 1 10 1 9 1 5 1 3 1 4 1 4 1 1 1 1 1 1
京 都 府 8 18 6 14 6 8 6 6 6 5 6 5 6 5 0 3 0 2 0 2 0 2 0 1
大 阪 府 1 19 1 16 1 16 1 13 1 11 1 10 1 10 1 9 1 7 1 6 1 6 1 6
兵 庫 県 1 58 1 84 1 49 1 53 1 43 1 43 1 42 1 35 1 29 1 32 1 32 1 30
奈 良 県 1 3 1 10 0 2 1 2 1 1 1 1 0 1 0 0 0 1 0 4 1 7 1 7
和 歌 山 県 1 16 1 21 1 6 1 4 1 3 1 3 0 1 0 1 0 1 1 1 1 1 1 1
鳥 取 県 1 36 1 34 1 23 1 22 1 12 1 12 1 9 1 9 1 7 2 5 2 5 2 6
島 根 県 1 24 1 23 1 15 1 14 1 14 1 14 1 13 1 12 1 7 1 7 1 6 1 5
岡 山 県 1 44 1 50 1 26 1 22 1 17 1 17 1 16 1 13 1 12 1 10 1 11 1 11
広 島 県 1 27 1 26 1 16 1 14 0 12 0 12 0 11 0 8 0 8 0 7 0 5 0 5
山 口 県 1 38 1 53 1 40 1 35 1 29 1 26 1 25 1 26 1 24 1 24 1 19 1 19
徳 島 県 1 20 1 20 1 15 1 15 1 11 1 10 1 9 1 6 1 6 1 7 1 7 1 4
香 川 県 1 12 1 14 1 8 1 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 2 0 3 0 2
愛 媛 県 1 16 1 13 0 40 0 35 0 34 0 34 0 34 0 34 0 34 0 34 0 34 0 23
高 知 県 1 19 1 15 0 9 0 4 0 4 0 5 2 5 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0
福 岡 県 1 22 1 22 1 20 1 19 1 12 1 12 1 14 1 14 1 17 1 17 1 17 1 27
佐 賀 県 1 16 1 16 1 8 1 7 1 7 1 7 1 7 1 9 1 9 1 11 1 11 1 15
長 崎 県 1 23 1 18 1 11 0 9 0 10 0 9 0 9 0 9 1 14 1 15 1 14 1 14
熊 本 県 1 52 1 69 0 64 0 64 0 48 0 47 0 37 0 36 0 38 0 40 0 42 0 41
大 分 県 1 8 1 8 1 3 1 3 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2
宮 崎 県 1 10 1 12 1 8 1 7 1 6 1 12 1 15 1 17 1 28 1 33 1 35 1 35
鹿 児 島 県 1 60 1 93 1 84 1 63 1 60 1 53 1 51 1 50 1 57 1 57 1 57 1 52
沖 縄 県 1 30 1 30 1 20 1 14 1 8 1 7 1 6 1 6 1 0 0 2 0 3 0 5
合 計 80 1,316 83 1,519 73 1,125 72 963 70 836 69 812 69 782 61 741 62 746 63 781 64 805 65 799
（参　　考）
市区町村数 1,843 市区町村数 1,827 市区町村数 1,811 市区町村数 1,800 市区町村数 1,750 市区町村数 1,742 市区町村数 1,742 市区町村数 1,742 市区町村数 1,742
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